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『市民の雇用と暮らしを守る実効的な対策を 
合志市に求める決議』を可決！ 

総
務
常
任
委
員
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宮
崎
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小
林
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国
民
健
康
保
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税
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収
納
対
策
に
つ
い
て
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西
都
市
は
宮
崎
県
の
中
央
に
位
置
し
、
人
口
約
３
４，
０
０

０
人
、
面
積
は
４
３
８
㎞2

（
東
西
２６
㎞
、
南
北
３６
㎞
）
で
、

全
体
の
約
７
割
は
山
林
地
域
と
な
っ
て
い
て
、
施
設
園
芸
等

を
中
心
と
し
た
農
業
が
盛
ん
な
所
で
あ
っ
た
。
 

　
収
納
率
に
つ
い
て
は
、
平
成
１９
年
度
現
年
度
分
が
９３
・
６５

％
で
宮
崎
県
内
ト
ッ
プ
の
収
納
率
で
あ
り
、
滞
納
繰
越
分
に

お
い
て
も
１５
・
９３
％
と
い
う
高
い
収
納
率
を
収
め
て
お
ら
れ

た
。
そ
の
要
因
と
し
て
は
平
成
１８
年
度
に
機
構
改
革
を
行
い
、

そ
れ
ま
で
福
祉
部
局
で
行
っ
て
い
た
国
保
税
の
収
納
業
務
を

税
務
課
に
移
し
、
さ
ら
に
税
務
課
内
に
特
別
収
納
係
を
設
け
、

強
制
執
行
（
差
押
さ
え
）
に
重
点
を
置
く
よ
う
に
な
っ
た
こ

と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
、
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
 

　
小
林
市
は
平
成
１８
年
、
旧
小
林
市
と
須
木
村
１
市
１
村
が

合
併
し
、
新
「
小
林
市
」
と
な
っ
た
。
 

　
徴
収
方
法
に
つ
い
て
、
福
祉
部
門
の
保
険
課
納
税
係
の
組

織
で
行
う
業
務
の
ほ
か
に
、
戸
別
訪
問
徴
収
係
と
し
て
嘱
託

員
（
６
名
）
の
配
置
が
あ
り
、
毎
月
第
３
日
曜
日
に
は
保
険

課
納
税
係
の
窓
口
を
開
庁
し
、
市
民
へ
の
便
宜
が
図
ら
れ
て

い
る
。
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
れ
に
つ
い
て
は
５
年
ほ
ど
前

よ
り
、
法
定
外
繰
入
を
年
間
９
千
万
円
ほ
ど
行
っ
て
い
る
と

の
こ
と
で
あ
っ
た
。
 

　
今
回
は
宮
崎
県
内
で
も
優
良
な
国
保
運
営
が
行
わ
れ
て
い

る
２
自
治
体
を
視
察
し
た
が
、
い
ず
れ
も
財
政
運
営
に
つ
い

て
は
厳
し
く
大
変
苦
慮
さ
れ
て
お
り
、
今
後
は
税
率
の
改
正

だ
け
で
の
国
保
の
運
営
は
立
ち
行
か
な
く
な
り
、
一
般
会
計

か
ら
の
法
定
外
繰
入
れ
を
行
う
自
治
体
が
増
え
て
い
く
の
で

は
な
い
か
と
思
っ
た
。
 

 

産
業
建
設
常
任
委
員
会
 

１０
月
２０
日
　
宮
崎
県
都
城
市
 

企
業
誘
致
に
つ
い
て
 

１０
月
２１
日
　
宮
崎
県
宮
崎
市
 

農
業
生
産
法
人
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
 

議
会
運
営
常
任
委
員
会
 

１１
月
１３
日
　
鹿
児
島
県
霧
島
市
 

１１
月
１４
日
　
鹿
児
島
県
日
置
市
 

議
会
運
営
、議
案
審
議
方
法
及
び
議
場
録
音
 

設
備
整
備
に
つ
い
て
 

        　
霧
島
市
議
会
の
概
要
及
び
運
営
に
つ
い
て
は
、
議
員
の
定

数
４８
名
、
現
員
数
４６
名
で
、
６
会
派
が
あ
り
、
各
常
任
委
員

会
〈
任
期
２
年
〉
が
総
務
１２
名
、
環
境
福
祉
１２
名
、
産
業
教

育
１１
名
、建
設
水
道
１１
名
、議
会
運
営
１２
名
で
、他
に
「
行
財
政

改
革
調
査
」
な
ど
３
つ
の
特
別
委
員
会
が
設
置
さ
れ
て
い
た
。
 

　
政
務
調
査
費
は
会
派
又
は
議
員
に
対
し
、
１
人
に
つ
き
月

額
３
万
円
を
交
付
、
収
支
報
告
書
を
提
出
し
確
定
を
行
っ
て

い
る
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
な
お
、
次
回
選
挙
よ
り
議
員
定

数
を
３４
名
と
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
。
決
算
に
つ
い
て
は

毎
年
９
月
定
例
会
に
お
い
て
、
決
算
特
別
委
員
会
（
各
常
任

委
員
会
よ
り
３
名
）
１２
名
に
付
託
し
閉
会
中
の
継
続
審
査
と

し
、
１２
月
定
例
会
に
て
採
決
さ
れ
て
い
た
。
 

　
議
会
情
報
の
公
開
に
つ
い
て
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用

し
た
本
会
議
中
継
、
録
画
放
送
、
会
議
録
検
索
、
閲
覧
が
出

来
る
シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ
て
い
た
。
 

　
日
置
市
議
会
の
概
要
及
び
運
営
に
つ
い
て
は
、
議
員
の
定

数
３０
名
、
現
員
数
３０
名
（
次
回
改
選
よ
り
２２
名
）
で
、
会
派

は
な
く
、
各
常
任
委
員
会
（
任
期
２
年
）
が
、
総
務
企
画
８

名
、
産
業
建
設
８
名
、
環
境
福
祉
７
名
、
教
育
文
化
７
名
、

議
会
運
営
９
名
で
、
他
に
「
決
算
審
査
」
な
ど
の
特
別
委
員

会
が
３
委
員
会
設
置
さ
れ
て
い
た
。
 

　
政
務
調
査
費
は
「
政
務
調
査
費
の
交
付
に
関
す
る
条
例
」

が
制
定
さ
れ
、
１
人
月
額
１
万
５
千
円
（
４
月
に
年
額
１８
万

円
を
一
括
支
給
）
と
な
っ
て
い
た
。
一
般
質
問
と
陳
情
の
取

扱
い
は
霧
島
市
と
同
じ
で
あ
っ
た
。
 

　
日
置
市
で
は
特
に
、
議
場
マ
イ
ク
録
音
機
器
及
び
議
会
中

継
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
研
修
し
た
。
 

      　
都
城
市
は
、
平
成
１８
年
１

月
１
日
、
１
市
４
町
に
よ
る

合
併
で
新
し
い
都
城
市
が
誕

生
し
た
。
面
積
６
５
３
㎞2

、

人
口
は
１６
万
８
千
人
。
 

　
工
業
振
興
課
が
あ
り
、
企

業
誘
致
活
動
と
し
て
企
業
立

地
対
策
、
企
業
立
地
促
進
奨

励
措
置
、
企
業
誘
致
推
進
の

事
業
が
あ
り
、
中
で
も
企
業
立
地
促
進
奨
励
措
置
に
は
固
定

資
産
免
除
（
３
年
間
）、
雇
用
奨
励
金
、
用
地
取
得
補
助
金
、

関
連
施
設
整
備
補
助
金
の
優
遇
措
置
が
あ
り
、
ま
た
、
企
業

誘
致
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
設
置
事
業
が
あ
り
、東
京
、大
阪
、福
岡

に
そ
れ
ぞ
れ
１
名
、
地
元
に
２
名
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
委
嘱

さ
れ
て
お
り
、企
業
誘
致
に
関
す
る
業
務
に
携
わ
っ
て
い
る
。
 

　
市
の
工
業
団
地
と
し
て
３
箇
所
が
あ
り
、分
譲
可
能
面
積
２

９
６，
７
１
２
㎡
中
、分
譲
率
は
８７
％
で
あ
る
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
 

   　
宮
崎
市
の
「
図
師
農
園
」
で
代
表
取
締
役
の
図
師
賢
児
さ

ん
か
ら
説
明
を
受
け
た
。
２７
年
前
に
雇
用
型
農
業
を
目
指
さ

れ
、
そ
の
後
雇
用
問
題
は
ロ
ボ
ッ
ト
と
パ
ー
ト
と
、
優
秀
な

社
員
が
必
要
と
の
指
針
か
ら
本
格
的
雇
用
型
農
業
へ
と
展
開

さ
れ
た
と
の
こ
と
。
 

　
平
成
１３
年
９
月
に
農
業
生
産
法
人
を
設
立
さ
れ
、
１１
月
に

は
社
団
法
人
日
本
農
業
法
人
協
会
セ
ミ
ナ
ー
に
初
参
加
さ
れ
、

現
在
は
「
農
業
技
術
能
力
評
価
制
度
」
企
画
委
員
と
し
て
国

に
対
し
て
様
々
な
農
業
政
策
の
提
言
を
さ
れ
て
い
る
。
 請

願
・
陳
情
 

請
願
・
陳
情
 

『市民の雇用と暮らしを守る実効的な対策を 
合志市に求める決議』を可決！ 
『市民の雇用と暮らしを守る実効的な対策を 
合志市に求める決議』を可決！ 議員提出議案 議員提出議案 

　
ア
メ
リ
カ
発
の
金
融
危
機
に
よ
る
景
気
後
退
の
影
響
で
、
全
国
的
に
も
雇
用

の
悪
化
が
深
刻
な
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。
合
志
市
内
、
近
隣
自
治
体
に
は
誘

致
企
業
が
多
数
あ
り
ま
す
。
自
治
体
・
行
政
が
、
市
民
の
雇
用
と
暮
ら
し
を
守

る
た
め
に
頑
張
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
 

　
12
月
議
会
最
終
日
。
議
員
提
出
議
案
「
市
民
の
雇
用
と
暮
ら
し
を
守
る
実
効

的
な
対
策
を
合
志
市
に
求
め
る
決
議
」
を
全
会
一
致
で
可
決
し
ま
し
た
。
 

　
議
会
閉
会
後
、
た
だ
ち
に
行
政
が
動
き
出
し
１
月
6
日
に
緊
急
雇
用
相
談
室

が
設
置
さ
れ
ま
し
た
。
相
談
室
で
は
再
就
職
の
支
援
、
生
活
相
談
が
行
わ
れ
て

い
ま
す
。
 

　
問
い
合
わ
せ
は
　
市
商
工
振
興
課
　
�
２
４
８
―

１
１
１
５
ま
で
 

市民の雇用と暮らしを守る実効的な対策を 
合志市に求める決議 

　いま、自動車や電機、半導体関連の大企業が、輸出の落ち込みや景気
の後退を理由に、大量解雇を始めたことが社会問題になっています。 
　私たちは企業が社会的責任をしっかり果たし、雇用を守ることを強く求
めます。 
　年の瀬を迎え、この寒空のもと、仕事も住む家も奪われる、突然解雇を言
い渡された労働者の苦境は言葉では語りつくせないものです。 
　今こそ自治体・行政は市民の雇用を守り・暮らしを守る実効ある対策を
緊急に講じるべきです。 
 
合志市議会は合志市に対して次のことを求めます。 
 
1 .　　緊急に雇用情勢に関する情報を収集し、雇用を守るために市内企

業に対して強く要請すること。 
 
2 .　　中小企業の緊急保証制度等相談体制の強化及び更なる事務対

応の迅速化に努めること。 
 
3 .　　生活資金の融資、住宅の確保・斡旋等を国・県に強く要望するとと
もに、市としても最大限の努力を講じること。 

 
4 .　　離職、失業した市民の暮らしを守るため、ハローワーク等の関連機
関と連携し、再就職の支援等を行える体制を講ずること。 

ず
　
　
し
　
け
ん
　
じ
 


